
令和４年度第⼆次補正予算（案）
こども関連予算の概要



1

１ 総合的な⼦育て⽀援
２ こどもの居場所づくり⽀援
３ こどもの安全・安⼼

１ 児童虐待防⽌対策・社会的養育の迅速かつ強⼒な推進
２ ひとり親家庭等への⽀援
３ 潜在的に⽀援が必要なこどもをアウトリーチ⽀援につなぐためのこどもデータ連携の推進

＜主要事項＞

第2 結婚・妊娠・出産・⼦育てに夢や希望を感じられる社会の実現、少⼦化の克服

第3 全てのこどもに、健やかで安全・安⼼に成⻑できる環境を提供する

第4 成育環境にかかわらず誰⼀⼈取り残すことなく健やかな成⻑を保障する

令和４年度第⼆次補正予算（案） こども関連予算の概要

１ こどもの意⾒聴取と政策への反映

第1 こどもの視点に⽴った司令塔機能の発揮、こども基本法の着実な施⾏

１ 地域の実情や課題に応じた少⼦化対策
２ 妊娠期から⼦育て期の包括的な切れ⽬のない⽀援



１ こどもの意⾒聴取と政策への反映
（令和４年度第２次補正予算（案） ）

０．４７億円
（１）こども・若者意⾒反映推進のための調査研究【新規】（内閣官房） ０．４７億円

・様々な状況に置かれたこども・若者からの意⾒聴取の在り⽅や、こどもの意⾒を引き出すファシリテーターの養成、⾏政職員の理解
と実践を推進するための⽅策に関して調査研究を実施し、その成果を各府省庁や地⽅⾃治体等と共有することにより、政策決定過程
におけるこども・若者からの意⾒反映を推進する。
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【令和３年度予算】 【前年度予算】第１ こどもの視点に⽴った司令塔機能の発揮、こども基本法の着実な施⾏

令和５年４⽉１⽇に施⾏されるこども基本法（令和４年法律第77号）においては、こども施策を総合的に推進
するためのこども⼤綱の策定、こども基本法及び児童の権利に関する条約の趣旨や内容についての周知、国や
地⽅⾃治体がこども施策の策定等を⾏うに当たってのこども等の意⾒反映に関する規定が設けられた。
こども基本法を着実に施⾏・推進することにより、強い司令塔機能を発揮するとともに、常にこどもの視点に

⽴った施策の企画⽴案・実施に取り組む。

令和４年度第２次補正予算（案）︓０．５億円



１ 地域の実情や課題に応じた少⼦化対策
（令和４年度第２次補正予算（案））

９０億円
（１）地域少⼦化対策重点推進交付⾦（内閣府） ９０億円

・地⽅公共団体が⾏う少⼦化対策の取組（結婚に対する取組、結婚、妊娠・出産、⼦育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組）への
⽀援を充実させるとともに、結婚に伴う新⽣活のスタートアップに係るコストを軽減するための結婚新⽣活⽀援事業の充実を図る。

２ 妊娠期から⼦育て期の包括的な切れ⽬のない⽀援
（令和４年度第２次補正予算（案））

１，３７４億円
（１）妊婦・低年齢児の親への伴⾛型相談⽀援と経済的⽀援の⼀体的実施【新規】（厚⽣労働省） １，２６７億円

・市区町村の創意⼯夫により、妊娠届出時から妊婦や⼦育て家庭に対し、出産・育児等の⾒通しを寄り添って⽴てるための⾯談や継続的
な情報発信等により必要な⽀援につなぐ伴⾛型相談⽀援の充実を図るとともに、妊娠届出や出産届出を⾏った妊婦等に対し、出産育児
関連⽤品の購⼊費助成や⼦育て⽀援サービスの利⽤負担軽減を図る経済的⽀援（計10万円相当）を⼀体として実施する事業を⽀援する
交付⾦を創設する。

（２）⺟⼦保健情報デジタル化実証事業の実施【新規】（厚⽣労働省） ４．８億円
・⺟⼦保健情報のデータ連携を推進するため、モデル的に複数の⾃治体において健康管理システムの改修や⺠間アプリの活⽤等による
データ連携を⾏い、課題等を検証した上で全国展開に向けた検討を⾏う検証事業を実施する。 3

【令和３年度予算】 【前年度予算】第２ 結婚・妊娠・出産・⼦育てに夢や希望を感じられる社会の実現、少⼦化の克服

少⼦化は予想を上回るペースで進む極めて危機的な状況にあり、我が国の社会経済に多⼤な影響を及ぼす有事
というべき課題である。個々⼈が結婚やこどもについての希望を実現できる社会をつくるため、総合的な少⼦化
対策を推進する⽅策として、地⽅⾃治体が取り組む結婚⽀援、結婚・⼦育てに温かい社会づくり・機運醸成の
取組等を⽀援する。
すべての⼦どもが健やかに育つ社会の実現を⽬指し、成育基本法及び⺟⼦保健に係る様々な取組を推進する

国⺠運動計画である「健やか親⼦２１（第２次）」等を基盤とし、地域における妊娠期から⼦育て期にわたる
切れ⽬のない⽀援等を推進する。

令和４年度第２次補正予算（案）︓１，４６４億円



（３）産後ケア事業の整備の推進（厚⽣労働省） ３．２億円
・産後ケア事業にかかる整備費について、補助率１／２相当額を２／３相当額に引き上げ、各市町村の取組を推進する。

（４）産後ケア事業を⾏う施設における新型コロナウイルス感染症対策の実施（厚⽣労働省） ０．１億円
・新型コロナウイルス感染症の感染者等が発⽣した産後ケア事業を⾏う施設が、継続した事業実施が⾏えるよう、施設の消毒や清掃、追
加的に必要となる⼈員の確保等に必要な経費を補助する。

（５）新型コロナウイルス感染症流⾏下における妊婦等総合対策事業の実施（厚⽣労働省） １２．４億円
・不安を抱える妊婦への分娩前のウイルス検査
強い不安を抱える妊婦もしくは基礎疾患を有する妊婦がかかりつけ産婦⼈科医と相談し、本⼈が希望する場合に、分娩前にPCR等の
ウイルス検査を受けるための費⽤を補助する。

・幼児健康診査個別実施⽀援事業
新型コロナウイルスの感染拡⼤の状況を踏まえ、密閉空間・密集場所・密接場⾯を避けるために、幼児健康診査を集団健診から医療機
関における個別健診へ切り替えた場合に⽣じる市区町村の負担を軽減する。
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１ 総合的な⼦育て⽀援
（令和４年度第２次補正予算（案） ）

１，９０９億円

（１）⼦どものための教育・保育給付等（内閣府） 1,283億円
・ 令和４年⼈事院勧告に伴う国家公務員の給与改定の内容に準じた幼稚園教諭・保育⼠等の待遇改善を⾏うとともに、新型コロナウイ
ルス感染症の対応として、市町村からの要請等に基づき保育所等を休園等した場合の保育料の⽇割り減免に伴う⼦どものための教
育・保育給付交付⾦の増分等について財政措置を⾏う。

（２）放課後児童クラブ等のICT化の推進（内閣府） 16億円
・ 放課後児童クラブ等において、連絡帳の電⼦化、オンラインを活⽤した研修・会議等に必要なＩＣＴ機器の導⼊等の環境整備や多⾔
語⾳声翻訳システム等の導⼊に係る費⽤を補助する。

（３）地域⼦ども・⼦育て⽀援事業における感染症拡⼤防⽌対策に係る⽀援（内閣府） 26億円
・ 放課後児童クラブを始めとする地域⼦ども・⼦育て⽀援事業を⾏う事業所において、新型コロナウイルス感染症の感染者や濃厚接触
者が発⽣した場合に、職員が感染症対策の徹底を図りながら事業を継続的に実施していくために必要な経費について補助を⾏う。
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【令和３年度予算】 【前年度予算】第３ 全てのこどもに、健やかで安全・安⼼に成⻑できる環境を提供する

令和４年⼈事院勧告に伴う国家公務員の給与改定の内容に準じた幼稚園教諭・保育⼠等の待遇改善を⾏うとともに、
地域⼦ども・⼦育て⽀援事業における新型コロナウイルス感染症の拡⼤防⽌対策に係る⽀援等を⾏う。
「新⼦育て安⼼プラン」に基づく保育の受け⽫整備やこれに伴い必要となる保育⼈材の確保などについて、意欲的に
取り組む地⽅⾃治体を積極的に⽀援する。また、「新・放課後⼦ども総合プラン」に基づく放課後児童クラブの受け
⽫整備を推進するとともに、放課後⼦供教室との連携⼜は⼀体的実施を促進する。さらに、こどもの安全で安⼼な⽣
活環境の整備のため、こどもを事故から守る取組を推進するとともに、ＮＰＯ等と連携したこどもの居場所づくり⽀
援モデル事業を新たに実施するほか、児童福祉施設等の災害復旧への⽀援を⾏う。
「こどもの安⼼・安全対策⽀援パッケージ」として、送迎⽤バスへの安全装置や、登園管理システム、こどもの⾒守
りタグ（GPS）の導⼊の⽀援などを⾏う。

令和４年度第２次補正予算（案） ︓２，２２９億円



（4）保育の受け⽫整備・保育⼈材の確保等（厚⽣労働省） ４９８億円
・保育の受け⽫整備等

「新⼦育て安⼼プラン」に基づく保育の受け⽫整備を促進するための保育所等の整備に要する費⽤について、プランの着実な実施に
向けて必要な経費を計上する。また、国⼟強靱化５か年加速化計画に基づき、保育所等の防災・減災対策を推進するため、耐震化に
ともなう改修・⼤規模修繕等に必要な経費を計上する。

・保育⼈材確保のための総合的な対策
「新⼦育て安⼼プラン」に基づく保育の受け⽫整備に向けた保育⼈材の確保を進めるため、保育所等のＩＣＴ化を推進し、保育⼠の
業務負担軽減を図る。
また、保育⼈材確保事業を着実に実施するため、都道府県・指定都市で実施している保育⼠修学資⾦貸付等事業の貸付原資等の充実
や新規に貸付事業を実施する⾃治体への⽀援を⾏う。

・新型コロナウイルス⽀援
保育所等における新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤防⽌対策の⽀援として、新型コロナウイルスの感染者や濃厚接触者等が発⽣
した場合に、職員が感染症対策の徹底を図りながら事業を継続的に実施していくために必要な経費を⽀援する。

（5）認定こども園施設整備（⽂部科学省） ８７億円
・認定こども園の施設整備 （私⽴)
こどもを安⼼して育てることが出来る体制の整備を促進することを⽬的に、都道府県が⾏う認定こども園の施設整備事業（新築、増改
築、⼤規模修繕等）に係る経費の⼀部を交付する。

・認定こども園の施設整備 （公⽴)
教育環境の向上と⽼朽化対策の整備を推進することを⽬的に、地⽅公共団体が⾏う認定こども園の施設整備に係る経費の⼀部を交付する。
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２ こどもの居場所づくり⽀援
（令和４年度第２次補正予算（案） ）

５８億円
（１）放課後児童クラブの受け⽫整備・放課後⼦供教室との連携推進（内閣府・厚⽣労働省） １２億円

・放課後児童クラブの待機児童を早期に解消するため、待機児童が発⽣している市町村等における放課後児童クラブ整備の加速化を図
る。
また、放課後児童クラブと放課後⼦供教室が連携して事業を実施し、放課後のこどもの居場所機能の強化を図るため、両事業に関わ

る者の連絡調整の場の設置、連携に資する事前準備から事業実施の検証を⾏うことにより、両事業の連携⼜は⼀体的実施を促進する。

（２）ＮＰＯ等と連携したこどもの居場所づくり⽀援モデル事業の実施【新規】（内閣官房・厚⽣労働省） １．５億円
・全てのこどもが、安全で安⼼して過ごせる多くの居場所を持ちながら、様々な学びや、社会で⽣き抜く⼒を得るための糧となる多様
な体験活動や外遊びの機会に接することができ、⾃⼰肯定感や⾃⼰有⽤感を⾼め、幸せな状態（Well-being）で成⻑することができる
よう、ＮＰＯ等の⺠間団体が創意⼯夫して⾏う居場所づくりやこどもの可能性を引き出す取組への効果的な⽀援⽅法等を検証するため
のモデル事業を創設する。

（３）「こども⾷堂」など⾷事等の提供を⾏うNPO等に対する⽀援（内閣府） ２０．５億円
・NPO等が⾏うこどもの居場所づくりに係る地⽅公共団体による⽀援について、⾷事、⾷材等の提供を⾏う⽀援を強化するため補助上
限額を引き上げるなどの充実を⾏い、経済的に困難を抱える家庭の負担軽減を図る。

３ こどもの安全・安⼼
（令和４年度第２次補正予算（案） ）

２６２億円

（１）「こどもの安⼼・安全対策⽀援パッケージ」の推進【新規】（内閣府・⽂部科学省・厚⽣労働省） ２３４億円
・ こどもの安全対策を強化するため、送迎⽤バスへの安全装置や、登園管理システム、こどもの⾒守りタグ（GPS）の導⼊の⽀援など
を⾏う。

（２） 児童福祉施設等の災害復旧への⽀援（厚⽣労働省） ２９億円
・ 災害により被害を受けた児童福祉施設等の速やかな復旧を図るため、各施設における災害復旧事業に要する事業費の⼀部について、
財政⽀援を⾏う。
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１ 児童虐待防⽌対策・社会的養育の迅速かつ強⼒な推進
（令和４年度第２次補正予算（案） ）

４５億円

（１）児童虐待防⽌対策の推進（厚⽣労働省） ９億円
・児童相談所等において、テレビ会議やタブレット端末等の活⽤を促進し、業務の負担軽減・ＩＣＴ化を図る。
・児童相談所における⼀時保護の判断に当たり、AIを活⽤した緊急性の判断に資するツールの開発を促進する。

（２）社会的養育の充実（厚⽣労働省） ２２億円
・児童養護施設退所者等の⽀援の充実を図るため、⾃⽴⽀援に活⽤している貸付事業を拡充し、疾病等により医療機関を受診する場合の
⽣活費の貸付⾦額を増額する。

・新型コロナウイルス感染症の感染者や濃厚接触者が発⽣した児童養護施設等において、消毒や清掃に要する費⽤等のほか、感染症対策の
徹底を図りながら業務を継続的に実施していくために必要な経費（かかり増し経費等）や、緊急時に備えた施設・事業所の⽀援体制の整
備に必要な経費について補助を⾏う。

（３）児童福祉施設等の耐災害性強化（厚⽣労働省） １４億円
・「防災・減災、国⼟強靱化のための５か年加速化対策」に基づき、児童福祉施設等における耐震化整備、⾮常⽤⾃家発電設備の設置、
浸⽔対策等を⽀援する。

【令和３年度予算】 【前年度予算】第４ 成育環境にかかわらず誰⼀⼈取り残すことなく健やかな成⻑を保障する

児童相談所等のＩＣＴ化の推進や、 AIを活⽤した緊急性の判断に資するツールの開発促進、児童養護施設退所者等
への貸付事業の拡充等により、児童虐待防⽌対策・社会的養育の迅速かつ強⼒な推進を図る。
また、ひとり親家庭等の⽀援の充実のため、こども⾷堂等への⽀援を⾏うとともに、ワンストップ相談⽀援体制の

構築に取り組むほか、⾼等職業訓練促進給付⾦を活⽤して資格取得を⽬指す者への貸付を引き続き実施する。

令和４年度第２次補正予算（案） ︓８７億円
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２ ひとり親家庭等への⽀援
（令和４年度第２次補正予算（案））

３０億円
（１）ひとり親家庭等への⽀援（厚⽣労働省） ３０億円
・困窮するひとり親家庭等や要⽀援世帯のこども等を対象としたこども⾷堂など、こどもの居場所や⾷への⽀援を⾏う。
・ＩＴ機器等の活⽤を始めとしたひとり親家庭等のワンストップ相談⽀援体制の構築・強化を図る事業を実施する。
・⾼等職業訓練促進給付⾦を活⽤して養成機関に在学し、就職に有利な資格の取得を⽬指すひとり親家庭の親に⼊学準備⾦・就職準備⾦の
貸付を⾏う事業を引き続き実施する。

・新型コロナウイルス感染症の感染者や濃厚接触者が発⽣した、ひとり親家庭に対する⼦どもの⽣活・学習⽀援事業を⾏う事業所において、
消毒や清掃に要する費⽤等のほか、感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的に実施していくために必要な経費（かかり増し経費等）
を補助する。

３ 潜在的に⽀援が必要なこどもをアウトリーチ⽀援につなげるためのこどもデータ連携の推進【新規】
（令和４年度第２次補正予算（案） ）

１２億円

（１）潜在的に⽀援が必要なこどもをアウトリーチ⽀援につなげるための情報・データ連携に係る実証事業【新規】
（内閣官房・内閣府）１２億円

・地⽅⾃治体において、個々のこどもや家庭の状況や利⽤している⽀援等に関する教育・保健・福祉などの情報・データを分野横断的に連
携し、精査を⾏うことで、個⼈情報の適正な取り扱いに配慮しながら、潜在的に⽀援が必要なこどもや家庭を把握し、アウトリーチ⽀援
につなげる実証事業を実施する。
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